



























































































































































































































































































































































































































































































































































年月日 自主的避難等区域 福島県南部※1 宮城県丸森町
2012年２月28日
18歳未満、妊婦…40万
その他　　　　…８万
2012年６月11日 18歳未満、妊婦…20万
2012年８月13日 18歳未満、妊婦…20万
2012年12月５日
18歳未満、妊婦…12万 18歳未満、妊婦…８万 18歳未満、妊婦…８万
その他　　　　…４万 その他　　　　…４万 その他　　　　…４万
合計
18歳未満、妊婦…52万 18歳未満、妊婦…28万 18歳未満、妊婦…28万
その他　　　　…12万 その他　　　　…４万 その他　　　　…４万
2013年５月ADRの
要求、認定
18歳未満、妊婦…24万
その他　　　　…８万
※東京電力HP賠償項目のご案内「自主的避難等に係る賠償」より作成。2015年12月２日閲覧、参照URL（http://www.
tepco.co.jp/fukushima_hq/compensation/guidance/index-j.html）。
※１…福島県南部とは、白河市、西郷村、泉崎村、中島村、矢吹町、棚倉町、矢祭町、塙町、鮫川村を指す。
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県の自主避難地区並の賠償金を支払うよう示された。１か月後の６月17日に東京電力が和解案を
受諾すると回答し、同年９月末から10月上旬に賠償金が支払われた。「県境」ではなく、実際の「放
射線量」を基準にした賠償が認められたのである。
当時、福島県外で福島県と同等の賠償を認めたのは筆甫地区が初めてだった。しかし、すぐ原
発ADRを起こしたのではなく、以上みてきたように町や東京電力に対する要望書を提出し、満
足な回答が得られないという過程を経ているのである20。
賠償額だけでなく、除染の仕方にも差があった。写真１は、筆甫地区と福島県相馬市との県境
だが、そこから相馬市側を写したものが写真５である。積み上げられている黒い袋は、牧草地の
除染ででたものだ。筆甫地区と隣接する相馬市玉野地区では2012年８月から除染が始まり、表
土をはぎ取り、住宅は高圧洗浄機を使用していた。環境省は2011年12月に汚染状況重点調査地域
を指定し、宮城県では、白石市、角田市、栗原市、七ヶ宿町、大河原町、丸森町、亘理町、山元
町、石巻市（2013年６月に解除）が指定された。
推定年間被曝量1mSvとなる毎時0.23μSvを目
指したが、筆甫地区では、枯れ草を集め、除
草をしただけだった。この方法では空間線量
が下がらず、丸森町は隣接する白石市と共に、
表土除去や覆土が全額補助された福島と同様
の再除染を国に要望した。この要望を受けて
2014年11月以降に筆甫地区において再除染が
行われた。たとえ放射線量が同じでも、国や
東京電力による放射線対策や賠償は、県境を
簡単には越えてはくれなかったのである。
おわりに：何が県境を越え、越えなかったのか
何が県境を越え、何が越えなかったのか。越えたものは、言わずもがな、放射性物質である。
越えなかったものは、第一に国による避難区域指定である。3．2で指摘したように、福島第
一発電所からの同心円状ゾーニングから、実際の空間線量に従って避難区域指定が改変されて
いったわけだが、筆甫地区が相当する自主避難等対象区域の指定は県境で区切られたままである。
2015年現在、避難区域指定が縮小していく中で、今後も宮城県丸森町が自主避難等区域に指定さ
れる可能性は薄い。この事故に際して設定された、そこに住んでいるだけで放射能の直接的被害
を受けたとされた避難指示区域、自主避難等対象区域といった新しいゾーニングは、筆甫地区住
民のADR申請を受けて自主避難等対象区域と同等の賠償がなされた後でも、県境という既存の
ゾーニングを越えなかった。これは、放射能の直接的被害をやはり福島県を越えて認め（たく）
ないという意志の表れであろう。震災前の生活において存在感の薄かった「県境」が、放射線対
策においては筆甫地区住民の前に高い壁となって立ちはだかったのである。この県境に基づく新
写真５．県境からみた相馬市の除染
（2013年11月９日撮影）
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たなゾーニングは、筆甫地区の住民に不利益をもたらしている。
第二として、避難区域指定に基づく国や東京電力による賠償や一連の放射線対策である。福島
県内であれば要求せずに行われる対策が、宮城県の筆甫地区では何らかの方法で訴えなければ実
現しない。子ども被災者支援法において福島県外は支援対象地域に入らないなど未だに叶えられ
ない訴えもある。これらは、筆甫地区だけでなく、他県にも当てはまる状況である。
この高い壁に対して、筆甫地区住民は、筆甫地区振興連絡協議会を中心として、空間放射線量
測定・マップの作成、食品中の放射線量測定器の購入、専門家による講演会開催、通学路の除染、
除染土の中間貯蔵地の決定、原発ADR申請などを行ってきた。これらのアクションを、主体的
に行わざるを得なかったのである。先行研究にある柏市と比較すれば、多様な主体の活動ではな
く、筆甫地区は筆甫地区振興連絡協議会が中心となり数々の放射線対策や対外的な交渉を行って
きたという特徴がある。そこには、700名前後という人口規模や高齢者が多いといった理由が挙
げられるだろう。筆甫地区の事例は、放射線対策に際して、より小さい行政単位である地区や個
人からのボトムアップが有効に機能し、自治が活性化する現象が見られることを示すものとなっ
た。今後他自治体における研究との比較も視野に入れて、筆甫地区の地域社会の活動を注視、記
録する必要があるだろう。
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